
議案第 １ 号 
 
   平成３１年度 帯広市一般会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 83,165,000 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
（継続費） 
第２条 地方自治法第 212 条第 1項の規定による継続費の経費の総額及び年額割は、「第２表 継続費」による。 
（債務負担行為） 
第３条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」
による。 

（地 方 債） 
第４条 地方自治法第 230 条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法
は、「第４表 地方債」による。 

（一時借入金） 
第５条 地方自治法第 235 条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、14,000,000 千円と定める。 
 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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一般会計

総 額 年 度 年 割 額

千円 千円

平成31年度

平成32年度

第２表　　継 　　続 　　費

款 項 事 業 名

土木費 住宅費 公営住宅建替事業費（大空団地３街区　空１・２号棟）
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一般会計

総 額 年 度 年 割 額

千円 千円

平成31年度

平成32年度

第２表　　継 　　続 　　費

款 項 事 業 名

土木費 住宅費 公営住宅建替事業費（大空団地３街区　空１・２号棟）

　新　　規

事 項

千円

帯広市企業立地促進補助金 平成31年度から平成34年度まで

路面清掃業務委託 平成31年度から平成32年度まで

市道区画線設置事業費 平成31年度から平成32年度まで

小学校児童用机・椅子整備費（平成31年度導入分） 平成31年度から平成38年度まで

　変　　更

期　　間 限度額 限度額

（限度額の変更） 千円 千円

市道用地取得費
平成30年度から
平成35年度まで

帯広市土地開発公社が工業団地整備のため金融機関から資金を借入れる
ことに伴う損失補償

平成30年度から
平成35年度まで

（期間及び限度額の変更）

水利施設整備事業負担金
平成25年度から
平成49年度まで

（期間の変更）

多目的広場用地取得費
平成14年度から
平成31年度まで

変更前と同じ

一般会計

第３表　　債 務 負 担 行 為

期 間 限 度 額

事 項
変 更 前

平成25年度から
平成50年度まで

変更前と同じ

平成14年度から
平成36年度まで

変 更 後

期　　間

変更前と同じ

- 7 -



第４表　　地 　　方 　　債
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第４表　　地 　　方 　　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

消火栓整備費

消防自動車購入費

教職員住宅整備費

学校環境整備費

とかちプラザ施設整備費

臨時財政対策債

合 計

一般会計
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議案第 ２ 号 
 
   平成３１年度 帯広市国民健康保険会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の国民健康保険会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 16,281,455 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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議案第 ３ 号 
 
   平成３１年度 帯広市後期高齢者医療会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の後期高齢者医療会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,403,564 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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議案第 ４ 号 
 
   平成３１年度 帯広市介護保険会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の介護保険会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  14,781,284 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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議案第 ５ 号 
 
   平成３１年度 帯広市中島霊園事業会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の中島霊園事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 62,654 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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議案第 ６ 号 
 
   平成３１年度 帯広市簡易水道事業会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 112,394 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
（地 方 債） 
第２条 地方自治法第 230 条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法
は、「第２表 地方債」による。 

 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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第２表　　地 　　方 　　債
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議案第 ７ 号 
 
   平成３１年度 帯広市農村下水道事業会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の農村下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 141,854 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
（債務負担行為） 
第２条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」
による。 

（地 方 債） 
第３条 地方自治法第 230 条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法
は、「第３表 地方債」による。 

 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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　新　　規

事 項 限 度 額

千円

排水設備改造資金貸付事務取扱手数料

排水設備改造資金貸付に伴う損失補償 平成31年度

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

農業集落排水施設整備費

個別排水処理施設整備費

合 計

農村下水道事業会計

第３表　　地 　　方 　　債

普通貸借もし
くは証券発行

8.0％以内（ただし、
利率見直し方式で借
入れる政府資金及び
地方公共団体金融機
構資金について、利
率の見直しを行った
後においては、当該
見直し後の利率）

政府資金については、そ
の融通条件により、銀行
その他の資金の場合には
その債権者との協定によ
るものとする。ただし、
市財政の都合により据置
期間及び償還期限を変更
し、もしくは低利債に借
換又は繰上償還をするこ
とができる。

第２表　　債 務 負 担 行 為

期 間

平成31年度から平成36年度まで
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議案第 ８ 号 
 
   平成３１年度 帯広市ばんえい競馬会計予算 
 
 平成３１年度帯広市のばんえい競馬会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 23,568,441 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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議案第 ９ 号 
 
   平成３１年度 帯広市駐車場事業会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の駐車場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 83,661 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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議案第 １０ 号 
 
   平成３１年度 帯広市空港事業会計予算 
 
 平成３１年度帯広市の空港事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,191,489 千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
（債務負担行為） 
第２条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」
による。 

（地 方 債） 
第３条 地方自治法第 230 条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法
は、「第３表 地方債」による。 

 
 
   平成 31 年 3 月 1 日提出 
 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算
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第２表　　債 務 負 担 行 為

第３表　　地 　　方 　　債
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議案第１１号

平成３１年度 帯広市水道事業会計予算

（総 則）

第１条 平成３１年度帯広市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給 水 戸 数 戸

（２） 年 間 総 給 水 量 ㎥

（３） 一 日 平 均 給 水 量 ㎥

（４） 新 設 給 水 装 置 工 事 個

（５） 主 な 建 設 改 良 事 業

配水管整備事業 延長 ｍ

施 設 整 備 事 業 稲田浄水場設備機器更新工事

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水 道 事 業 収 益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

支 出

第１款 水 道 事 業 費 用 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 予 備 費 千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 千円、過年

度分損益勘定留保資金 千円及び当年度分損益勘定留保資金 千円で補てんするもの

とする。）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 負 担 金 千円

第３項 補 償 金 千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 償 還 金 千円

第３項 予 備 費 千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

配 水 管 整 備 事 業 費

施 設 整 備 費

千円

普通貸借も

しくは証券

発行

％以内
（ただし、利率見

直 し 方 式 で 借 入

れ る 政 府 資 金 及

び 地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 資 金 に

ついて、利率の見

直 し を 行 っ た 後

においては、当該

見直し後の利率）

政府資金については、その

融通条件により、銀行その他

の資金の場合にはその債権者

との協定によるものとする。

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

変更し、もしくは低利債に借

換又は繰上償還をすることが

できる。

合 計
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 千円、過年

度分損益勘定留保資金 千円及び当年度分損益勘定留保資金 千円で補てんするもの

とする。）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 負 担 金 千円

第３項 補 償 金 千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 償 還 金 千円

第３項 予 備 費 千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

配 水 管 整 備 事 業 費

施 設 整 備 費

千円

普通貸借も

しくは証券

発行

％以内
（ただし、利率見

直 し 方 式 で 借 入

れ る 政 府 資 金 及

び 地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 資 金 に

ついて、利率の見

直 し を 行 っ た 後

においては、当該

見直し後の利率）

政府資金については、その

融通条件により、銀行その他

の資金の場合にはその債権者

との協定によるものとする。

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

変更し、もしくは低利債に借

換又は繰上償還をすることが

できる。

合 計

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の

流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 千円

（２） 交 際 費 千円

（たな卸資産の購入限度額）

第８条 たな卸資産の購入限度額は、 千円と定める。

平成３１年 ３月 １日 提出

帯広市長 米 沢 則 寿
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平成31年度帯広市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）

予 定 額 備 考 予 定 額 備 考
水道事業収益 水道事業費用

営 業 収 益 営 業 費 用
給 水 収 益 原 水 及 び 浄 水 費
他 会 計 負 担 金 配 水 費
負 担 金 給 水 費
手 数 料 業 務 費
補 償 金 総 係 費
そ の 他 営 業 収 益 職 員 給 与 費

営 業 外 収 益 減 価 償 却 費
受取利息及び配当金 資 産 減 耗 費
他 会 計 負 担 金 営 業 外 費 用
長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

雑 支 出
予 備 費

予 備 費

資 本 的 収 入 及 び 支 出

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）

予 定 額 備 考 予 定 額 備 考
資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

企 業 債 建 設 改 良 費
建 設 改 良 費 等 の 固 定 資 産 取 得 費
財 源 に 充 て る 配水管整備事業費
た め の 企 業 債 量水器整備事業費

負 担 金 施 設 整 備 費
負 担 金 職 員 給 与 費

補 助 金 償 還 金
補 償 金 企 業 債 償 還 金

補 償 金 予 備 費
予 備 費

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

目款 項 目 款 項

款 項 目款 項 目
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平成31年度帯広市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）

予 定 額 備 考 予 定 額 備 考
水道事業収益 水道事業費用

営 業 収 益 営 業 費 用
給 水 収 益 原 水 及 び 浄 水 費
他 会 計 負 担 金 配 水 費
負 担 金 給 水 費
手 数 料 業 務 費
補 償 金 総 係 費
そ の 他 営 業 収 益 職 員 給 与 費

営 業 外 収 益 減 価 償 却 費
受取利息及び配当金 資 産 減 耗 費
他 会 計 負 担 金 営 業 外 費 用
長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

雑 支 出
予 備 費

予 備 費

資 本 的 収 入 及 び 支 出

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）

予 定 額 備 考 予 定 額 備 考
資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

企 業 債 建 設 改 良 費
建 設 改 良 費 等 の 固 定 資 産 取 得 費
財 源 に 充 て る 配水管整備事業費
た め の 企 業 債 量水器整備事業費

負 担 金 施 設 整 備 費
負 担 金 職 員 給 与 費

補 助 金 償 還 金
補 償 金 企 業 債 償 還 金

補 償 金 予 備 費
予 備 費

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

目款 項 目 款 項

款 項 目款 項 目

(単位  千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当 年 度 純 利 益 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,442,016

減 価 償 却 費 負 担 金 に よ る 収 入

退職給付引当金の増減額（△は減少） 補 償 金 に よ る 収 入

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 263 控 除 対 象 外 消 費 税 圧 縮 額 △ 15,099

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2,259,791

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 223,981

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 109 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

支 払 利 息 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

固 定 資 産 除 却 損 た め の 企 業 債 に よ る 収 入

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 15,797 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 21,521 た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 1,027,389

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 174 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　小　　　　　　計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 △ 184,200

利 息 の 支 払 額 △ 269,200

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 資 金 期 末 残 高

平成31年度  帯広市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(平成31年4月1日から平成32年3月31日まで)

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
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(単位  千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債
有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財 源に
ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,292,234 イ 退 職 給 付 引 当 金

ハ構 築 物 固 定 負 債 合 計
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額 △ 21,557,797 ４ 流 動 負 債

ニ機 械 及 び 装 置 企 業 債
機 械 及 び 装 置 イ 建設改良費等の財 源に
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,642,455 充 て る た め の 企 業 債

ホ車 両 運 搬 具 未 払 金
車 両 運 搬 具 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 23,827 イ 賞 与 引 当 金

ヘ工 具 器 具 及 び 備 品 預 り 金
工 具 器 具 及 び 備 品 流 動 負 債 合 計
減 価 償 却 累 計 額 △ 224,748

ト 建 設 仮 勘 定 ５ 繰 延 収 益
有 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額
無 形 固 定 資 産 ロ 負 担 金

イ 施 設 利 用 権 ハ補 償 金
ロ 電 話 加 入 権 ニ補 助 金

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計
長期前受金収益化累計額

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 2,611,869
イ 出 資 金 ロ 負 担 金 △ 339,180
ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ補 償 金 △ 655,342

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,204 ニ補 助 金 △ 1,462,876
投資そ の 他の 資産 合計 長期前受金収益化累計額合計 △ 5,069,267

建設仮勘定長期前受金
固 定 資 産 合 計 繰 延 収 益 合 計

２ 流 動 資 産 負 債 合 計
現 金 預 金
未 収 金
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 10,029
貯 蔵 品 ６ 資 本 金
そ の 他 流 動 資 産

７ 剰 余 金
流 動 資 産 合 計 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

平成31年度  帯広市水道事業予定貸借対照表
(平成32年3月31日)

資 産 の 部 負 債 の 部

資 本 の 部
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(単位  千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債
有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財 源に
ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,292,234 イ 退 職 給 付 引 当 金

ハ構 築 物 固 定 負 債 合 計
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額 △ 21,557,797 ４ 流 動 負 債

ニ機 械 及 び 装 置 企 業 債
機 械 及 び 装 置 イ 建設改良費等の財 源に
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,642,455 充 て る た め の 企 業 債

ホ車 両 運 搬 具 未 払 金
車 両 運 搬 具 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 23,827 イ 賞 与 引 当 金

ヘ工 具 器 具 及 び 備 品 預 り 金
工 具 器 具 及 び 備 品 流 動 負 債 合 計
減 価 償 却 累 計 額 △ 224,748

ト 建 設 仮 勘 定 ５ 繰 延 収 益
有 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額
無 形 固 定 資 産 ロ 負 担 金

イ 施 設 利 用 権 ハ補 償 金
ロ 電 話 加 入 権 ニ補 助 金

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計
長期前受金収益化累計額

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 2,611,869
イ 出 資 金 ロ 負 担 金 △ 339,180
ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ補 償 金 △ 655,342

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,204 ニ補 助 金 △ 1,462,876
投資そ の 他の 資産 合計 長期前受金収益化累計額合計 △ 5,069,267

建設仮勘定長期前受金
固 定 資 産 合 計 繰 延 収 益 合 計

２ 流 動 資 産 負 債 合 計
現 金 預 金
未 収 金
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 10,029
貯 蔵 品 ６ 資 本 金
そ の 他 流 動 資 産

７ 剰 余 金
流 動 資 産 合 計 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

平成31年度  帯広市水道事業予定貸借対照表
(平成32年3月31日)

資 産 の 部 負 債 の 部

資 本 の 部

(単位  千円)

１．営　業　収　益
給 水 収 益
他 会 計 負 担 金
負 担 金
手 数 料
補 償 金
そ の 他 営 業 収 益

２．営　業　費　用
原 水 及 び 浄 水 費
配 水 費
給 水 費
業 務 費
総 係 費
職 員 給 与 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

営 業 利 益

３．営　業　外　収　益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 負 担 金
長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

４．営　業　外　費　用
支払利息及び企業債取扱諸費
雑 支 出 △ 51,087

５．予　　備　　費
予 備 費

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

平成30年度  帯広市水道事業予定損益計算書
(平成30年4月1日から平成31年3月31日まで)
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(単位  千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債
有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財 源に
ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,237,983 イ 退 職 給 付 引 当 金

ハ構 築 物 固 定 負 債 合 計
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額 △ 20,580,062 ４ 流 動 負 債

ニ機 械 及 び 装 置 企 業 債
機 械 及 び 装 置 イ 建設改良費等の財 源に
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,438,137 充 て る た め の 企 業 債

ホ車 両 運 搬 具 未 払 金
車 両 運 搬 具 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 23,827 イ 賞 与 引 当 金

ヘ工 具 器 具 及 び 備 品 預 り 金
工 具 器 具 及 び 備 品 流 動 負 債 合 計
減 価 償 却 累 計 額 △ 229,489

ト 建 設 仮 勘 定 ５ 繰 延 収 益
有 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額
無 形 固 定 資 産 ロ 負 担 金

イ 施 設 利 用 権 ハ補 償 金
ロ 電 話 加 入 権 ニ補 助 金

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計
長期前受金収益化累計額

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 2,520,480
イ 出 資 金 ロ 負 担 金 △ 321,612
ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ補 償 金 △ 631,259

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,104 ニ補 助 金 △ 1,391,621
投資そ の 他の 資産 合計 長期前受金収益化累計額合計 △ 4,864,972

建設仮勘定長期前受金
固 定 資 産 合 計 繰 延 収 益 合 計

２ 流 動 資 産 負 債 合 計
現 金 預 金
未 収 金
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 10,392
貯 蔵 品 ６ 資 本 金
そ の 他 流 動 資 産

７ 剰 余 金
流 動 資 産 合 計 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

平成30年度  帯広市水道事業予定貸借対照表
(平成31年3月31日)

資 産 の 部 負 債 の 部

資 本 の 部
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(単位  千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債
有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財 源に
ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,237,983 イ 退 職 給 付 引 当 金

ハ構 築 物 固 定 負 債 合 計
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額 △ 20,580,062 ４ 流 動 負 債

ニ機 械 及 び 装 置 企 業 債
機 械 及 び 装 置 イ 建設改良費等の財 源に
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,438,137 充 て る た め の 企 業 債

ホ車 両 運 搬 具 未 払 金
車 両 運 搬 具 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 23,827 イ 賞 与 引 当 金

ヘ工 具 器 具 及 び 備 品 預 り 金
工 具 器 具 及 び 備 品 流 動 負 債 合 計
減 価 償 却 累 計 額 △ 229,489

ト 建 設 仮 勘 定 ５ 繰 延 収 益
有 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額
無 形 固 定 資 産 ロ 負 担 金

イ 施 設 利 用 権 ハ補 償 金
ロ 電 話 加 入 権 ニ補 助 金

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計
長期前受金収益化累計額

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 2,520,480
イ 出 資 金 ロ 負 担 金 △ 321,612
ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ補 償 金 △ 631,259

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,104 ニ補 助 金 △ 1,391,621
投資そ の 他の 資産 合計 長期前受金収益化累計額合計 △ 4,864,972

建設仮勘定長期前受金
固 定 資 産 合 計 繰 延 収 益 合 計

２ 流 動 資 産 負 債 合 計
現 金 預 金
未 収 金
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 10,392
貯 蔵 品 ６ 資 本 金
そ の 他 流 動 資 産

７ 剰 余 金
流 動 資 産 合 計 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

平成30年度  帯広市水道事業予定貸借対照表
(平成31年3月31日)

資 産 の 部 負 債 の 部

資 本 の 部

注 記

１．重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却方法

イ．有形固定資産

（イ）減価償却の方法 定額法による。

（ロ）主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ２０～４０年

機械及び装置 ８～２０年

車両運搬具 ５年

工具器具及び備品 ３～１５年

ロ．無形固定資産

（イ）減価償却の方法 定額法による。

（ロ）耐用年数

施設利用権 ５０年

（３）引当金の計上方法

イ．貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

ロ．退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における、水道事業会計が負担すべき金額を

計上している。計上額の算定に当たっては、職員が水道事業会計に在職した月数に基づき、負担額の算定を行っている。
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ハ．賞与引当金

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

（１）重要な非資金取引

当事業年度において、重要な非資金取引は予定していない。

３．予定貸借対照表等関連

（１）みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について

平成 年 月 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額に

ついては、平成 年 月 日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把

握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象

とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

４．セグメント情報の開示

当水道事業は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略している。

５．減損損失

（１）減損の兆候について

当事業年度において、以下の資産グループは遊休資産であることから、減損の兆候を認識する予定である。

用途 資産の種類 場所

遊休資産 土地 帯広市西 条南 丁目 番

遊休資産 土地 帯広市大正町 番 、 番
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ハ．賞与引当金

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

（１）重要な非資金取引

当事業年度において、重要な非資金取引は予定していない。

３．予定貸借対照表等関連

（１）みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について

平成 年 月 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額に

ついては、平成 年 月 日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把

握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象

とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

４．セグメント情報の開示

当水道事業は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略している。

５．減損損失

（１）減損の兆候について

当事業年度において、以下の資産グループは遊休資産であることから、減損の兆候を認識する予定である。

用途 資産の種類 場所

遊休資産 土地 帯広市西 条南 丁目 番

遊休資産 土地 帯広市大正町 番 、 番

当水道事業は事業区分でグルーピングを行っており、将来の使用が見込まれない遊休資産については個別の物件単位でグ

ルーピングをしている。

なお、当該土地は回収可能価額が帳簿価額を上回ることから、減損損失を認識しない予定である。

６．その他

（１）貸倒引当金の取崩

当事業年度において、債権の不納欠損による損失に、貸倒引当金 千円を使用する予定である。

（２）退職給付引当金の取崩

当事業年度において、水道事業会計が負担すべき退職手当の支出のため、退職給付引当金 千円を使用する予定で

ある。

（３）賞与引当金の取崩

当事業年度において、 月分の期末・勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞与引当金 千円を使用する予定で

ある。
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議案第１２号

平成３１年度 帯広市下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 平成３１年度帯広市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 年 間 総 処 理 水 量 ㎥

（２） 水洗便所設置戸数 戸

（３） 主な建設改良事業

管 渠 建 設 事 業 延長 ｍ

管 渠 更 新 事 業 延長 ｍ

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中、支払利息

及び企業債取扱諸費 千円の財源に充てるため、企業債 千円を借り入れる。

収 入

第１款 下 水 道 事 業 収 益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

支 出

第１款 下 水 道 事 業 費 用 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 予 備 費 千円
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（資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 1,971,382 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 57,048 千円、過年
度分損益勘定留保資金 2,710 千円、当年度分損益勘定留保資金 1,291,405 千円、減債積立金 410,219
千円及び繰越利益剰余金処分額 210,000 千円で補てんするものとする。） 

   収        入 
  第１款 資 本 的 収 入                        1,048,409 千円 
   第１項 企 業 債                         665,000 千円 
   第２項 国 庫 補 助 金                          182,000 千円 

第３項 他 会 計 出 資 金                          195,497 千円 
   第４項 他 会 計 補 助 金                           2,813 千円 
   第５項 分担金及び負担金                          3,099 千円 
    
 

   支        出 
  第１款 資 本 的 支 出                        3,019,791 千円 
   第１項 建 設 改 良 費                         896,895 千円 
   第２項 償 還 金                        2,120,572 千円 
      第３項 返 還 金                          1,824 千円 

第４項 予 備 費                            500 千円 
 
（債務負担行為） 
第５条 債務負担行為をすることができる事項､期間及び限度額は､次のとおりと定める。 

事     項 期   間 限 度 額 

 （新規） 
 排水設備改造資金貸付に伴う損失補償 
 
 （期間の変更） 
 排水設備改造資金貸付事務取扱手数料 
 

 
平成 31 年度 

 
 

平成 27 年度から 
平成 36 年度まで 

 千円 
5,000 

 
 

200 
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（資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 1,971,382 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 57,048 千円、過年
度分損益勘定留保資金 2,710 千円、当年度分損益勘定留保資金 1,291,405 千円、減債積立金 410,219
千円及び繰越利益剰余金処分額 210,000 千円で補てんするものとする。） 

   収        入 
  第１款 資 本 的 収 入                        1,048,409 千円 
   第１項 企 業 債                         665,000 千円 
   第２項 国 庫 補 助 金                          182,000 千円 

第３項 他 会 計 出 資 金                          195,497 千円 
   第４項 他 会 計 補 助 金                           2,813 千円 
   第５項 分担金及び負担金                          3,099 千円 
    
 

   支        出 
  第１款 資 本 的 支 出                        3,019,791 千円 
   第１項 建 設 改 良 費                         896,895 千円 
   第２項 償 還 金                        2,120,572 千円 
      第３項 返 還 金                          1,824 千円 

第４項 予 備 費                            500 千円 
 
（債務負担行為） 
第５条 債務負担行為をすることができる事項､期間及び限度額は､次のとおりと定める。 

事     項 期   間 限 度 額 

 （新規） 
 排水設備改造資金貸付に伴う損失補償 
 
 （期間の変更） 
 排水設備改造資金貸付事務取扱手数料 
 

 
平成 31 年度 

 
 

平成 27 年度から 
平成 36 年度まで 

 千円 
5,000 

 
 

200 
 

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

公共下水道事業費

流域下水道事業費

資本費平準化債

下水道事業債

特別措置分

千円

普通貸借も

しくは証券

発行

％以内
（ただし、利率見

直 し 方 式 で 借 入

れ る 政 府 資 金 及

び 地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 資 金 に

ついて、利率の見

直 し を 行 っ た 後

においては、当該

見直し後の利率）

政府資金については、その

融通条件により、銀行その他

の資金の場合にはその債権者

との協定によるものとする。

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

変更し、もしくは低利債に借

換又は繰上償還をすることが

できる。

合 計

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 千円

（他会計からの補助金）

第９条 特定環境保全公共下水道事業等に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

は、 千円である。

（利益剰余金の処分）

第１０条 繰越利益剰余金のうち 千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１） 減 債 積 立 金 千円

平成３ 年 ３月 １日 提出

帯広市長 米 沢 則 寿
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　収　　入 　支　　出 （単位　千円）
予 定 額 備 考 予 定 額 備 考

下水道事業収益 下水道事業費用
営 業 収 益 営 業 費 用

下 水 道 使 用 料 管 渠 費
他 会 計 負 担 金 水 質 指 導 費
他 会 計 補 助 金 処 理 場 費
貸 付 金 元 金 収 入 普 及 促 進 費
受 託 事 業 収 益 業 務 費
そ の 他 営 業 収 益 総 係 費

職 員 給 与 費
営 業 外 収 益 流 域 下 水 道 管 理 費

受取利息及び配当金 減 価 償 却 費
他 会 計 補 助 金 資 産 減 耗 費
長 期 前 受 金 戻 入 営業外費用
雑 収 益

雑 支 出
予 備 費

予 備 費

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）
予 定 額 備 考 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出
企 業 債 建設改良費

建 設 改 良 費 等 の 固 定 資 産 取 得 費
財 源 に 充 て る 管 渠 建 設 費
た め の 企 業 債 施 設 設 備 改 良 費

国 庫 補 助 金
社 会 資 本 整 備
総 合 交 付 金 流 域 下 水 道 建 設 費

他 会 計 出 資 金 職 員 給 与 費
他 会 計 出 資 金 償 還 金

他 会 計 補 助 金 企 業 債 償 還 金
他 会 計 補 助 金 返 還 金

分担金及び負担金 社 会 資 本 整 備
受 益 者 負 担 金 総 合 交 付 金 返 還 金

他 会 計 負 担 金 予 備 費
予 備 費

項 目目 款

受 益 者 負 担 金 等
業 務 費

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項

平成31年度帯広市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目款 項 目
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　収　　入 　支　　出 （単位　千円）
予 定 額 備 考 予 定 額 備 考

下水道事業収益 下水道事業費用
営 業 収 益 営 業 費 用

下 水 道 使 用 料 管 渠 費
他 会 計 負 担 金 水 質 指 導 費
他 会 計 補 助 金 処 理 場 費
貸 付 金 元 金 収 入 普 及 促 進 費
受 託 事 業 収 益 業 務 費
そ の 他 営 業 収 益 総 係 費

職 員 給 与 費
営 業 外 収 益 流 域 下 水 道 管 理 費

受取利息及び配当金 減 価 償 却 費
他 会 計 補 助 金 資 産 減 耗 費
長 期 前 受 金 戻 入 営業外費用
雑 収 益

雑 支 出
予 備 費

予 備 費

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）
予 定 額 備 考 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出
企 業 債 建設改良費

建 設 改 良 費 等 の 固 定 資 産 取 得 費
財 源 に 充 て る 管 渠 建 設 費
た め の 企 業 債 施 設 設 備 改 良 費

国 庫 補 助 金
社 会 資 本 整 備
総 合 交 付 金 流 域 下 水 道 建 設 費

他 会 計 出 資 金 職 員 給 与 費
他 会 計 出 資 金 償 還 金

他 会 計 補 助 金 企 業 債 償 還 金
他 会 計 補 助 金 返 還 金

分担金及び負担金 社 会 資 本 整 備
受 益 者 負 担 金 総 合 交 付 金 返 還 金

他 会 計 負 担 金 予 備 費
予 備 費

項 目目 款

受 益 者 負 担 金 等
業 務 費

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項

平成31年度帯広市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目款 項 目

(単位  千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当 年 度 純 利 益 有 形 固 定 資 産 の 取 得 によ る 支 出 △ 759,788

減 価 償 却 費 無 形 固 定 資 産 の 取 得 によ る 支 出 △ 63,636

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 9,158 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入

貸倒引当金の増減額（△は減少） 国 庫 補 助 金 の 返 還 に よ る 支 出 △ 1,824

賞与引当金の増減額（△は減少） 他 会 計 補 助 金 に よ る 収 入

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 1,082,689 分 担 金 及 び 負 担 金 に よ る 収 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 32 控 除 対 象 外 消 費 税 圧 縮 額 △ 16,916

支 払 利 息 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 654,252

固 定 資 産 除 却 損

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 13,018 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

　　　　　　小　　　　　　計 た め の 企 業 債 に よ る 収 入

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

利 息 の 支 払 額 △ 428,448 た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 2,070,714

そ の 他 の 企 業 債 に よ る 収 入

その他の企業債の償還による支出 △ 49,858

他 会 計 出 資 金 に よ る 収 入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,234,675

△ 104,591

資 金 期 首 残 高

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

平成31年度  帯広市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(平成31年4月1日から平成32年3月31日まで)

資 金 期 末 残 高
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(単位 千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財源に

ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 ロ そ の 他 の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,317,537 企 業 債 合 計

ハ 構 築 物 引 当 金

構 築 物 イ 退 職 給 付 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 48,337,688 固 定 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 ４ 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,234,454 企 業 債

ホ 車 両 運 搬 具 イ 建設改良費等の財源に

車 両 運 搬 具 充 て る た め の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,613 ロ そ の 他 の 企 業 債

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 企 業 債 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品 未 払 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,693 引 当 金

ト 建 設 仮 勘 定 イ 賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計 預 り 金

無 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 ５ 繰 延 収 益

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 国 庫 補 助 金

イ 出 資 金 ロ 道 補 助 金

ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ 他 会 計 補 助 金

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,700 ニ 分 担 金 及 び 負 担 金

投資その他の資産合計 ホ 工 事 補 償 金

へ 受 贈 財 産 評 価 額

ト そ の 他 長 期 前 受 金

固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計

平成31年度  帯広市下水道事業予定貸借対照表

(平成32年3月31日)

資  産  の  部 負  債  の  部
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(単位 千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財源に

ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 ロ そ の 他 の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,317,537 企 業 債 合 計

ハ 構 築 物 引 当 金

構 築 物 イ 退 職 給 付 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 48,337,688 固 定 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 ４ 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,234,454 企 業 債

ホ 車 両 運 搬 具 イ 建設改良費等の財源に

車 両 運 搬 具 充 て る た め の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,613 ロ そ の 他 の 企 業 債

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 企 業 債 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品 未 払 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,693 引 当 金

ト 建 設 仮 勘 定 イ 賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計 預 り 金

無 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 ５ 繰 延 収 益

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 国 庫 補 助 金

イ 出 資 金 ロ 道 補 助 金

ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ 他 会 計 補 助 金

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,700 ニ 分 担 金 及 び 負 担 金

投資その他の資産合計 ホ 工 事 補 償 金

へ 受 贈 財 産 評 価 額

ト そ の 他 長 期 前 受 金

固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計

平成31年度  帯広市下水道事業予定貸借対照表

(平成32年3月31日)

資  産  の  部 負  債  の  部

２ 流 動 資 産 長期前受金収益化累計額
現 金 預 金 イ 国 庫 補 助 金 △ 17,955,131
未 収 金 ロ 道 補 助 金 △ 8,555
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 7,172 ハ 他 会 計 補 助 金 △ 2,654,150

ニ 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,319,862
流 動 資 産 合 計 ホ 工 事 補 償 金 △ 101,604

へ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 3,511,718
ト そ の 他 長 期 前 受 金 △ 196,306

長期前受金収益化累計額合計 △ 28,747,326
建設仮勘定長期前受金
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金
７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 他 会 計 補 助 金
ハ 分 担 金 及 び 負 担 金
ニ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

資  本  の  部
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(単位  千円)

１.

２.

△ 131,639

３.

４.

５.

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

職 員 給 与 費

流 域 下 水 道 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

処 理 場 費

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

貸 付 金 元 金 収 入

受 託 事 業 収 益

工 事 補 償 金

営 業 費 用

管 渠 費

水 質 指 導 費

そ の 他 営 業 収 益

平成30年度　帯広市下水道事業予定損益計算書
(平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金
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(単位  千円)

１.

２.

△ 131,639

３.

４.

５.

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

職 員 給 与 費

流 域 下 水 道 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

処 理 場 費

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

貸 付 金 元 金 収 入

受 託 事 業 収 益

工 事 補 償 金

営 業 費 用

管 渠 費

水 質 指 導 費

そ の 他 営 業 収 益

平成30年度　帯広市下水道事業予定損益計算書
(平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

(単位 千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財源に

ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 ロ そ の 他 の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,265,918 企 業 債 合 計

ハ 構 築 物 引 当 金

構 築 物 イ 退 職 給 付 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 46,486,908 固 定 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 ４ 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,962,351 企 業 債

ホ 車 両 運 搬 具 イ 建設改良費等の財源に

車 両 運 搬 具 充 て る た め の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,758 ロ そ の 他 の 企 業 債

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 企 業 債 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品 未 払 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 35,105 引 当 金

ト 建 設 仮 勘 定 イ 賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計 預 り 金

無 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 ５ 繰 延 収 益

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 国 庫 補 助 金

イ 出 資 金 ロ 道 補 助 金

ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ 他 会 計 補 助 金

破産更生債権等貸倒引当金 △ 2,095 ニ 分 担 金 及 び 負 担 金

投資その他の資産合計 ホ 工 事 補 償 金

へ 受 贈 財 産 評 価 額

ト そ の 他 長 期 前 受 金

固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計

平成30年度  帯広市下水道事業予定貸借対照表

(平成31年3月31日)

資  産  の  部 負  債  の  部
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２ 流 動 資 産 長期前受金収益化累計額
現 金 預 金 イ 国 庫 補 助 金 △ 17,249,300
未 収 金 ロ 道 補 助 金 △ 8,092
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 8,049 ハ 他 会 計 補 助 金 △ 2,570,254

ニ 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,186,172
流 動 資 産 合 計 ホ 工 事 補 償 金 △ 97,035

へ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 3,367,359
ト そ の 他 長 期 前 受 金 △ 192,071

長期前受金収益化累計額合計 △ 27,670,283
建設仮勘定長期前受金
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金
７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 他 会 計 補 助 金
ハ 分 担 金 及 び 負 担 金
ニ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金
ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

資  本  の  部
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２ 流 動 資 産 長期前受金収益化累計額
現 金 預 金 イ 国 庫 補 助 金 △ 17,249,300
未 収 金 ロ 道 補 助 金 △ 8,092
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 8,049 ハ 他 会 計 補 助 金 △ 2,570,254

ニ 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,186,172
流 動 資 産 合 計 ホ 工 事 補 償 金 △ 97,035

へ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 3,367,359
ト そ の 他 長 期 前 受 金 △ 192,071

長期前受金収益化累計額合計 △ 27,670,283
建設仮勘定長期前受金
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金
７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 他 会 計 補 助 金
ハ 分 担 金 及 び 負 担 金
ニ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金
ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

資  本  の  部

注 記

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却方法

イ．有形固定資産

（イ）減価償却の方法 定額法による。

（ロ）主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 ７～２０年

車両運搬具 ５年

工具器具及び備品 ４～１５年

ロ．無形固定資産

（イ）減価償却の方法 定額法による。

（ロ）耐用年数

施設利用権 ５０年

（２）引当金の計上方法

イ．貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

ロ．退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における、下水道事業会計が負担すべき金額

を計上している。計上額の算定に当たっては、職員が下水道事業会計に在職した月数に基づき、負担額の算定を行って

いる。

ハ．賞与引当金

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。
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２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

（１）重要な非資金取引

当事業年度において重要な非資金取引は予定していない。

３．予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（ 年以内に償還予定のものも含む）のうち、「一般会計から下水道事業会計に対する

繰出基準」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は以下のとおりである。

平成 年度 千円

平成 年度 千円

（２）みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について

平成 年 月 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額に

ついては、平成 年 月 日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把

握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象

とした按分等の方法を用いて、勘定科目とともに適正かつ合理的に整理している。

４．セグメント情報の開示

（１）報告セグメントの概要

当下水道事業では、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営しており、公共下水道事業では汚水処理と雨

水処理を行っていることから、「公共下水道事業（汚水処理）」、「公共下水道事業（雨水処理）」、「特定環境保全公共下水道

事業」の３つの報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業（汚水処理） 市街化区域におけるし尿・生活雑排水等の処理、終末処理場、流域下水道

公共下水道事業（雨水処理） 市街化区域における雨水排除、終末処理場

特定環境保全公共下水道事業 市街化区域以外におけるし尿・生活雑排水等の処理、流域下水道
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２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

（１）重要な非資金取引

当事業年度において重要な非資金取引は予定していない。

３．予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（ 年以内に償還予定のものも含む）のうち、「一般会計から下水道事業会計に対する

繰出基準」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は以下のとおりである。

平成 年度 千円

平成 年度 千円

（２）みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について

平成 年 月 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額に

ついては、平成 年 月 日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把

握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象

とした按分等の方法を用いて、勘定科目とともに適正かつ合理的に整理している。

４．セグメント情報の開示

（１）報告セグメントの概要

当下水道事業では、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営しており、公共下水道事業では汚水処理と雨

水処理を行っていることから、「公共下水道事業（汚水処理）」、「公共下水道事業（雨水処理）」、「特定環境保全公共下水道

事業」の３つの報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業（汚水処理） 市街化区域におけるし尿・生活雑排水等の処理、終末処理場、流域下水道

公共下水道事業（雨水処理） 市街化区域における雨水排除、終末処理場

特定環境保全公共下水道事業 市街化区域以外におけるし尿・生活雑排水等の処理、流域下水道

  （２）報告セグメントごとの営業収益等 
  前事業年度（自 平成 30 年 4月 1日 至 平成 31 年 3月 31 日）                   （単位 千円） 

事業区分 公共下水道事業 
（汚水処理） 

公共下水道事業 
（雨水処理） 

特定環境保全 
公共下水道事業 小計 共通 合計 

営業収益 2,879,402 737,135 40,821 3,657,358  3,657,358 
営業費用 2,757,892 921,267 109,838 3,788,997  3,788,997 
営業損益 121,510 △ 184,132 △ 69,017 △ 131,639  △ 131,639 
経常損益 547,752 △ 26,411 36,246 557,587  557,587 
セグメント資産 35,322,902 20,776,646 3,049,387 59,148,935 954,428 60,103,363 
セグメント負債 27,560,444 18,883,291 2,990,516 49,434,251 8,036 49,442,287 
その他の項目       

他会計繰入金 286,531 855,543 96,527 1,238,601  1,238,601 
減価償却費 1,543,121 724,943 89,116 2,357,180  2,357,180 
有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 478,553 448,223  926,776  926,776 

 
 

当事業年度（自 平成 31 年 4月 1日 至 平成 32 年 3月 31 日）                    （単位 千円） 
事業区分 公共下水道事業 

（汚水処理） 
公共下水道事業 
（雨水処理） 

特定環境保全 
公共下水道事業 小計 共通 合計 

営業収益 2,846,023 741,331 40,850 3,628,204  3,628,204 
営業費用 2,792,485 914,541 107,905 3,814,931  3,814,931 
営業損益 53,538 △ 173,210 △ 67,055 △ 186,727  △ 186,727 
経常損益 496,257 1,001 38,245 535,503  535,503 
セグメント資産 34,179,416 20,477,933 2,962,063 57,619,412 849,837 58,469,249 
セグメント負債 25,908,792 18,311,059 2,851,411 47,071,262 5,911 47,077,173 
その他の項目       

他会計繰入金 282,556 865,530 94,637 1,242,723  1,242,723 
減価償却費 1,522,351 725,747 87,766 2,335,864  2,335,864 
有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 372,478 426,691  799,169  799,169 
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５．その他

（１）貸倒引当金の取崩

当事業年度において、債権の不納欠損による損失に、貸倒引当金 千円を使用する予定である。

（２）退職給付引当金の取崩

当事業年度において、下水道事業会計が負担すべき退職手当の支出のため、退職給付引当金 千円を使用する予定

である。

（３）賞与引当金の取崩

当事業年度において、 月分の期末・勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞与引当金 千円を使用する予定で

ある。
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